
1‌ 米国

（1）米国情勢

ア	政治
2018年1月30日、政権発足2年目に入っ

たトランプ大統領は、連邦議会で一般教書演説
を行った。この演説で、トランプ大統領は、税
制改革を始めとする政権1年目の実績を強調し
つつ、インフラの再建、移民制度改革、米軍の
強化等により、安全で、強く、誇り高い米国を
築くとの決意を示した。また、米国民の連帯を
呼びかけ、特に移民やインフラ政策について超
党派で施策を進める重要性に言及した。しか
し、こうした連帯の呼びかけにもかかわらず、
内政面では党派間で対立する場面が数多く見ら
れた。

移民政策に関し、トランプ大統領は、前年に
引き続き移民・難民政策の厳格化に取り組ん
だ。4月、国境地域で拘束された不法移民を全
て訴追する「ゼロ容認」政策を実施したが、多
数の未成年の不法移民を保護者と引き離して施
設に収容したことへの批判が広がり、6月に新
たな大統領令により政策を修正した。また、
10月に米国を目指し中米を出発した移民キャ
ラバンに対しても、軍要員を派遣したり、国境
検問所を一時閉鎖したりするなどの強硬な対応
をとった。中間選挙後の12月には、トランプ
大統領がメキシコとの国境の壁を建設する予算

を強く求めていることを背景に、共和党と民主
党の間の予算協議がまとまらず、連邦政府機関
の一部が閉鎖する事態となった。

7月、トランプ大統領は、ケネディ連邦最高
裁判事の引退を受け、後任に連邦控訴裁判事で
あったカバノー氏を指名し、同氏は10月に上
院本会議の承認を得て、最高裁判事に就任し
た。連邦最高裁の判決は社会に与える影響が大
きいため、その判事人事は注目を集めるが、カ
バノー氏の指名承認プロセスにおいては、複数
の女性が同氏による過去の性的に不適切な行為
を告発し、上院委員会における公聴会の開催
や、FBIによる疑惑の調査が行われ、特に大き
な議論を巻き起こした。

2016年米国大統領選挙にロシアが様々な手
段を通じて介入したとされるいわゆる「ロシア
疑惑」をめぐっては、2017年5月に開始した
マッラー特別検察官による捜査が継続されてい
る。トランプ大統領は一貫して共謀を否定して
いるが、トランプ陣営の関係者が虚偽の供述等
により訴追されたり、司法取引に応じたりする
など、引き続き高い関心を集めている。

外交面では、史上初となる米朝首脳会談の開
催や中国に対する大規模な関税措置、イラン核
合意からの離脱等、従来と異なるアプローチに
よる外交政策が数多く見られた。

トランプ政権の内情を批判的に描いた本の出
版や、一部のメディアからの政権への激しい批
判等があったが、好調な米国経済や米朝首脳会
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談の開催等を背景に、大統領支持率は6月中旬
に就任直後以来の最高値45％を記録し、中間
選挙後もおおむね40％程度を維持しているな
ど、比較的安定して推移している。共和党支持
者からは8割を超える圧倒的な支持を得ている
一方で、民主党支持者からの支持は1割程度と
これまでの政権と比較しても低く、トランプ大
統領への評価をめぐり、党派で大きな隔たりが
あることが伺える。

11月に行われた中間選挙は、トランプ大統
領の政治姿勢や政策の是非をめぐる関心の高さ
を背景に、投票率が50％程度という中間選挙
としては非常に高いものとなった。特に、民主
党の支持基盤である女性や若年層、マイノリ
ティによる投票が大きく伸びたと指摘されてお
り、民主党が下院で435議席中235議席を獲
得し、8年ぶりに多数党の地位を奪還した（一

議席未確定）。一方の共和党は、一般的に中間
選挙は大統領所属政党に厳しい結果となること
が多いとされる中、上院で100議席中改選前
から2議席増となる53議席を獲得し、多数を
維持した。また、州知事選挙では、2016年の
大統領選でトランプ大統領が勝利したウィスコ
ンシン州やミシガン州等で民主党が知事職を奪
還し、改選された36州中16州で勝利した。
一方、共和党は大統領選の大票田でもあるフロ
リダ州やオハイオ州等を維持し、20州で勝利
した。

中間選挙の結果、共和党は上院での多数を維
持したものの、下院では民主党が多数党とな
り、2019年には「ねじれ議会」を迎えること
となった。民主党は、2020年の大統領選挙も
視野に入れ、議会の権限を活用して「ロシア疑
惑」等に関する調査を進め、トランプ政権への

■米国中間選挙結果概要

民主党非改選23 改選26
無所属2議席を含む 改選9 共和党非改選42

民主党非改選7 民主党改選9

無所属改選1

共和党改選26 共和党非改選7

民主党193議席 空席
（7） 共和党235議席

（2）下院

【改選前】 共和党51議席←過半数（50）

←過半数（218）

民主党49議席

【改選後】

【改選前】

【改選後】

2　州知事選挙

共和党現有33州民主党現有16州【改選前】

【改選後】

17 議席差

1　連邦議会選挙
（全100議席。任期6年。2年ごとに約3分の1ずつ改選）

（全50州。任期は州によって異なる。2018年36州が改選）

（全435議席。任期2年。2年ごとに全議席改選）

2018年米国中間選挙開票状況

（1）上院

（出典：Politico）

共－民＝42議席差

（出典：CNN）

民主党非改選23 民主党当確
24

共和党当確
11 共和党非改選42

未確定1

17 議席差
ノースカロライナ9区

民主党非改選7 共和党当確20民主党当確16 共和党非改選7

共和党当確199議席民主党当確235議席

民主党47議席（含：独立系2） 共和党53議席

共和党27州民主党23州

民－共＝36議席差
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批判を強めると予測されている。また、「ロシ
ア疑惑」をめぐる捜査の進展次第では、トラン
プ大統領の政権基盤に大きな影響が及ぶ可能性
があるとの指摘もある。

2019年の「ねじれ議会」の下で、党派間の
対立が一層深まるのか、また、3年目を迎える
トランプ政権がどのようにかじ取りを行ってい
くのか、今後の動向が注目される。

イ	経済
（ア）経済の現状

米国経済は、2018年も着実に景気回復を続
けた。2018年の実質GDPは、前年比年2.9%
増となった。また、失業率については、改善傾
向が継続し、12月には3.9%となり、リーマ
ン・ショック前の水準以下まで低下した。米国
経済は今後も回復が続くと見込まれるが、今後
の政策の動向及びその影響に留意する必要があ
る。

（イ）経済政策
トランプ大統領は、2017年1月の就任後、

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定離脱に
関する大統領覚書への署名、北米自由貿易協定

（NAFTA）の再交渉、知的財産侵害に関する
通商法第301条に基づく調査の実施などの不
公正な貿易の是正への取組、気候変動に関する
パリ協定からの脱退表明、法人税の引下げを含
めた税制改革法案の成立など、世界経済に大き
な影響を与えるような政策を採ってきた。
2018年には、鉄鋼及びアルミニウムに関する
通商拡大法第232条に基づく輸入制限措置、
同条に基づく自動車等に関する調査の開始、中
国に対する措置に関する大統領覚書の署名とそ
れに伴う米中間での追加関税措置の応酬、米韓
自由貿易協定（KORUS）の改正、日本、EU、
英国との新たな貿易協定交渉の開始合意、米
国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）の署名
等が行われた。

金融政策については、2007年のサブプライ
ムローン問題を契機に政策金利の誘導目標の引
下げが順次実施され、政策金利の誘導目標の水

準を0％から0.25％とするゼロ金利政策を
2008年 か ら7年 間 続 け て い た。 そ の 後、
2015年12月の連邦公開市場委員会（FOMC）
において同水準の引上げを決定し、ゼロ金利政
策 を 解 除 し た。 以 来8度（2016年12月、
2017年3月・6月・12月、2018年3月・6
月・9月・12月）、同水準の引上げが実施され、
2019年1月現在、政策金利の誘導目標の水準
は2.25%から2.50%となっている。今後の金
融政策の決定に際しては、労働市場の状況に関
する指標、インフレ圧力やインフレ期待に関す
る指標、金融や国際情勢などを考慮するとして
いる。

（2）日米政治関係

2018年、日米は首脳間で14回（うち電話
会談10回）、外相間（国務長官不在期間等の
職責代行を含む。）で16回（うち電話会談が6
回）会談を行うなど、前年に引き続き、頻繁に
ハイレベルで政策調整を行った。こうした首脳
間、外相間の深い信頼関係の下、日米同盟はか
つてなく強固なものとなっており、両国は北朝
鮮問題を始めとする地域及び国際社会の諸課題
の解決や「自由で開かれたインド太平洋」の実
現に向け、緊密に連携して対応している。

1月16日、米国とカナダが共催して、バン
クーバー（カナダ）で開催された北朝鮮に関す
る関係国外相会合の際、河野外務大臣はティラ
ソン国務長官との間で日米外相夕食会を行うと
ともに、日米韓外相会合を開催し、北朝鮮に対
し最大限の圧力をかけていくため、日米及び日
米韓で連携して国際的な取組を主導していくこ
とを改めて確認した。

2月6日から8日まで、ペンス副大統領夫妻
が、平

ピョンチャン
昌オリンピック開会式への出席に先立ち

訪日し、同副大統領は安倍総理大臣を表敬する
とともに、夫人と共に安倍総理大臣夫妻が主催
した晩

ばん
餐
さん

会に出席した。安倍総理大臣とペンス
副大統領は、朝鮮半島の非核化に向け、北朝鮮
に対して最大限の圧力をかけ続けていくことで
一致するとともに、北朝鮮に政策を変えさせる
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ため、日米、日米韓3か国で緊密に連携してい
くことを確認した。また、東シナ海及び南シナ
海に関する連携や、「自由で開かれたインド太
平洋」の実現に向けた協力も確認した。

3月9日の日米首脳電話会談では、トランプ
大統領から、韓国から北朝鮮の金

キムジョンウン
正恩国務委員

長が非核化を確約したことや金正恩国務委員長
自身がトランプ大統領自身との対話を望んでい
る等の報告があったと説明があり、また、状況
を注視しつつ、自分としても金正恩国務委員長
と会う用意があるとの説明があった。これに対
し安倍総理大臣から、日米は100％共にある
と述べ、拉致問題を含め日米で緊密に協力して
いくことで一致した。

その後、河野外務大臣は、3月15日から17
日まで、ワシントンDCを訪問し、ペンス副大
統領を表敬するとともに、サリバン国務副長官

（当時、離任予定であったティラソン国務長官
の職責を代行中）、マティス国防長官ほかと会
談した。これらの会談において、河野外務大臣
からは、核・ミサイル、そして拉致問題を包括
的に解決すべきことを伝達し、引き続き日米で
緊密に連携していくことを確認した。

4月17日から19日まで、安倍総理大臣はフ
ロリダ州パームビーチを訪問し、トランプ大統
領と日米首脳会談を行った。会談では、米朝首
脳会談を含めた北朝鮮問題への今後の対応に関
し、両国の方針を綿密にすり合わせるととも
に、トランプ大統領が、米朝首脳会談で拉致問
題を取り上げ、日本人拉致問題の早期解決を働

きかけることを確認した。また、両首脳は、3
度目となるゴルフや、2度の社交の夕食会など
を通じ、信頼関係を一層強化した。

4月23日、G7トロント外相会合出席の際、
河野外務大臣は、サリバン国務長官代行と会談
を行い、北朝鮮を含む諸課題について、G7と
して力強いメッセージを発出すべきことを確認
した。

4月26日にポンペオ国務長官が就任したこ
とを受け、4月30日、河野外務大臣と就任直
後の同長官との間で、双方が訪問中であったア
ンマン（ヨルダン）で、初の外相会談を行っ
た。両外相は、4月27日に開催された南北首
脳会談を核などの諸懸案の包括的な解決に向け
た前向きな動きとして歓迎しつつ、米朝首脳会
談への対応を含む北朝鮮問題に係る今後の方針
について綿密な調整を行った。

5月23日及び24日、河野外務大臣はワシン
トンDCを訪問し、ポンペオ国務長官ほかと会
談を行った。米朝首脳会談に向けた準備におい
て主要な役割を果たしていたポンペオ国務長官
から、米朝首脳会談に向けた米国側の準備状況
等につき説明があり、両外相は北朝鮮への圧力
維持の必要性や、日米韓三か国の連携の重要性
等を確認した。

6月12日の米朝首脳会談を目前に控えた6
月6日及び7日、安倍総理大臣はワシントン
DCを訪問し、トランプ大統領と会談を行い、
北朝鮮問題に関する今後の方針について綿密な
調整を行った。両首脳は、米朝首脳会談が、拉

日米首脳夫妻夕食会前の様子 
（4月17日、米国・フロリダ　写真提供：内閣広報室）

日米共同記者会見 
（4月18日、米国・フロリダ　写真提供：内閣広報室）
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致、核・ミサイルといった諸懸案が前進する歴
史的な会談となるよう日米、日米韓で緊密に連
携していくことで一致した。また、この総理訪
米に合わせて、河野外務大臣も6日から8日に
かけてワシントンDCを訪問し、ポンペオ国務
長官ほかと会談を行うとともに、首脳会談にも
同席した。

米朝首脳会談前日の6月11日、安倍総理大
臣は、トランプ大統領と電話会談を行い、直前
の準備状況についての説明を受けた。また、両
首脳は、日米、日米韓で基本方針について完全
に一致していることを改めて確認した。

翌12日、米朝首脳会談終了後に、安倍総理
大臣とトランプ大統領、河野外務大臣とポンペ
オ国務長官は、それぞれ電話会談を行った。日
米首脳電話会談ではトランプ大統領から米朝首
脳会談についての詳細な説明があり、両首脳は
金正恩が朝鮮半島の完全な非核化に向けて意思
を改めて文書の形で明確に約束した意義は大き
いとの認識で一致するとともに、歴史的な米朝
会談の成果の上に、国際社会と一致協力して、
北朝鮮の安保理決議の完全な履行を求めていく
との日米の確固たる方針を改めて確認した。ま
た、安倍総理から、日本にとって重要な拉致問
題について、米朝首脳会談で、トランプ大統領
から金正恩国務委員長にしっかりと伝達したこ
とに謝意を表した。

さらに、翌13日から14日まで、河野外務
大臣は、ソウル（韓国）を訪問し、日米韓外相
会合に出席するともに、ポンペオ国務長官と日
米外相会談を行った。会談では、ポンペオ国務

長官から改めて米朝首脳会談の詳細な内容につ
いて説明を受け、拉致問題を含めた北朝鮮問題
に関する連携を確認した。

7月7日及び8日、訪朝後に訪日したポンペ
オ国務長官は、安倍総理大臣を表敬するととも
に、河野外務大臣との日米外相会談及び康

カンギョンファ
京和

韓国外交部長も交えた日米韓外相会合を行っ
た。これらの表敬等では、ポンペオ国務長官か
ら訪朝時の北朝鮮とのやり取りについて詳細な
説明があり、全ての大量破壊兵器及びあらゆる
射程の弾道ミサイルの完全な、検証可能な、か
つ、不可逆的な廃棄を目指すとの目標を確認す
るとともに、安保理決議の完全な履行に向けた
具体的行動を引き出すべく協力していくことを
確認した。

8月4日、河野外務大臣は、シンガポールで
開催された東南アジア諸国連合（ASEAN）関
連外相会合の際に、ポンペオ国務長官との間で
日米外相会談を行った。両外相は、北朝鮮問題
で協力でしていくことを確認するとともに、7
月30日にポンペオ国務長官が米国のインド太
平洋経済ビジョンに関するスピーチを行ったこ
とを踏まえ、法の支配に基づく「自由で開かれ
たインド太平洋」の実現に向けた連携、協力を
一層進めていくことを確認した。

2018年は、明治元年（1868年）の日本人
による初の組織的海外移住から150周年であっ
た。この機会を捉え、8月21日から26日ま
で、河野外務大臣は全米有数の日系人コミュニ
ティーを擁するホノルル、サンフランシスコ及
びロサンゼルスの3都市を訪問した。各都市で

日米外相会談（10月6日、東京） 二世退役軍人との昼食会（8月22日、米国・ホノルル）
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は、日系人との意見交換や日系人になじみの深
い施設等への訪問などを通じて、日本として日
系人社会との関係を重視しているとのメッセー
ジを発出し、日系人との関係強化を通じて日米
関係の基盤の強化を図った。さらに河野外務大
臣はロサンゼルスにおいて、ジャパン・ハウス 
ロサンゼルスの全館開館行事に出席した。

安倍総理大臣は、9月23日から28日にかけ
て、国連総会出席のためニューヨークを訪問
し、23日にはトランプタワーにおいてトラン
プ大統領と夕食を共にし、また26日には日米
首脳会談を行った。両首脳は、北朝鮮問題に関
し最新の情勢を踏まえつつ方針を改めて綿密に
調整し、関連安保理決議の完全な履行を確保す
るとの共通の目標を確認し、引き続き、日米、
日米韓三か国で緊密に連携していくことを再確
認した。また、拉致問題の解決に向けて、日米
で引き続き協力していくことで改めて一致し
た。さらに、両首脳は、「自由で開かれたイン
ド太平洋」の維持・促進に向けた共通のビジョ
ンを推進するために、第三国で実施している具
体的な協力を賞賛し、インド太平洋地域におけ
る様々な分野での協力を一層強化するとの強い
決意を再確認した。

また、河野外務大臣は、国連総会出席のため
9月22日から28日までニューヨークを訪問し
た後、28日から29日にかけてワシントンDC
を訪問して母校であるジョージタウン大学で講
演し、日本の外交政策や日米関係等について発
信した。

10月6日及び7日、ポンペオ国務長官が訪
朝に先立ち訪日し、安倍総理大臣を表敬すると
ともに河野外務大臣と外相会談を行い、同長官
の訪朝も含め、北朝鮮問題に関する方針の調整
等を行った。

11月12日から13日まで、ペンス副大統領
が2月に引き続き訪日し、安倍総理大臣への表
敬、麻生副総理大臣兼財務大臣との会談等を
行った。安倍総理大臣への表敬では、朝鮮半島
の完全な非核化に向け、引き続き安保理決議の
完全な履行が必要との認識で一致したほか、

「瀬取り」への対処及び拉致問題の早期解決に
向けた緊密な連携も確認した。また、引き続き
日米が主導して、「自由で開かれたインド太平
洋」の実現に向けた協力を強化していくことを
確認した。

11月30日、G20ブエノスアイレス・サミッ
ト出席のためアルゼンチン訪問中の安倍総理大
臣は、トランプ大統領と日米首脳会談を行っ
た。両首脳は、北朝鮮問題に関し、方針の綿密
な調整を行い、日米、日米韓3か国で引き続き
緊密に連携していくことを確認した。また、安
倍総理大臣から10月の訪中について説明し、
両首脳は、中国の建設的な役割を促していくに
当たって日米両国が緊密に連携していくことが
重要であるとの認識で一致した。また、両首脳
は、モディ・インド首相を交え、初の日米印首
脳会合を開催した（第3章第1節3（1）149
ページ参照）。

日米首脳夕食会 
（9月26日、米国・ワシントンDC　写真提供：内閣広報室）

ペンス副大統領の表敬を受ける安倍総理大臣 
（11月13日、東京　写真提供：内閣広報室）
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（3）日米経済関係

日米経済関係は、安全保障、人的交流と並ん
で日米同盟を支える三要素の一つである。4月
17日及び18日に、フロリダ州パームビーチに
おいて行われた日米首脳会談では、両首脳は、
インド太平洋地域における自由で公正な交易を
守ることが必要であることを確認した。また、
双方の利益となるように、日米間の貿易・投資
を更に拡大させ、公正なルールに基づく自由で
開かれたインド太平洋地域における経済発展を
実現するために、茂木内閣府特命担当大臣（経
済財政政策）とライトハイザー米国通商代表と
の間で「自由で公正かつ相互的な貿易取引のた
めの協議（FFR）」を開始することに合意した。
8月及び9月にはFFRの第1回会合及び第2回

会合が行われた。
9月26日にニューヨークにて行われた日米

首脳会談では、両首脳は、FFR第2回会合を受
け、日米両国の経済的な結び付きをより強固な
ものとすることが、日米の貿易を安定的に拡大
させるとともに、自由で開かれた国際経済の発
展につながるとの考えの下、日米物品貿易協定

（TAG）について交渉を開始することに合意し、
共同声明を発出した。

11月30日には、G20ブエノスアイレス・
サミットの際に日米首脳会談を行った。両首脳
は、9月に合意した日米共同声明に従い、日米
双方の利益となるように、日米間の貿易・投資
を更に拡大させ、公正なルールに基づく自由で
開かれたインド太平洋地域の経済発展を実現し
ていくことを再確認した。

日米経済関係において特筆すべきは日本企業
による対米投資であり、米国内の累積直接投資
額で英国に次いで第2位（約4,690億米ドル

（2017年、米国商務省統計））の地位を占める
に至っている。このような直接投資は日本企業
に よ る 米 国 に お け る 雇 用 創 出（ 約86万 人

（2016年、米国商務省統計））という形でも米
国の地域経済に貢献しており、こうした活発な
投資や雇用創出を通じた重層的な関係強化が、
これまでになく良好な日米関係の盤石な基礎と
なっている。

FFR第1回会合（2018年8月9～10日、米国・ワシントンDC　 
写真提供：内閣官房TPP等政府対策本部）

■米国における日本企業による雇用数は世界第2位

英国 日本 フランス ドイツ カナダ スイスオランダ アイルランド

（出典：米商務省経済分析局）
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■米国における日本企業による累積直接投資額は世界第2位

（出典：米商務省経済分析局）
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（注：2017年の米国への累積直接投資額上位6か国による米国への累積直接投資額の推移）

（億ドル）

5,409億

4,690億

4,531億
4,107億
3,671億
3,102億

英国
日本
カナダ
ルクセンブルク
オランダ
ドイツ

1,474億
1,456億
1,383億
974億 925億

2,117億

■日本企業による米国州別雇用創出及び州知事訪日歴

（1回）
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（1回）

（1回） （2回）

（2回）

（1回）

（1回）

（1回）（2回）
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（4回）

（データ出典）雇用創出数︓米商務省経済分析局、知事訪日回数︓在米各公館調べ（2019年1月）

アラバマ州
20,000人（第1位）
知事訪日︓2回

ジョージア州
30,900人（第2位）

*第1位は英国
知事訪日︓2回

ケンタッキー州
45,700人（第1位）
知事訪日︓6回

ミシシッピー州
9,400人（第1位）
知事訪日︓4回

テネシー州
48,600人（第1位）
知事訪日︓4回

カリフォルニア州
117,900人（第1位）
知事訪日︓1回

ハワイ州
17,400人（第1位）
知事訪日︓7回

ミシガン州
34,000人（第2位）

*第1位はドイツ
知事訪日︓5回

インディアナ州
50,600人（第1位）
知事訪日︓5回

ネブラスカ州
4,800人（第1位）
知事訪日︓2回

オハイオ州
62,800人（第1位）
知事訪日︓1回

イリノイ州
42,400人（第2位）

*第1位は英国
知事訪日︓3回

カンザス州
9,600人（第1位）
知事訪日︓0回

■H21～30に知事訪日が3回以上
■H21～30に知事訪日が1～2回
□H21～30に知事訪日が0回

（注）グアム準州は知事訪日6回

■企業進出国中、日本が雇用創出数1位の州
■企業進出国中、日本が雇用創出数2位の州

ウェストバージニア州
4,000人（第2位）

*第1位は英国
知事訪日︓2回

オレゴン州
9,300人（第2位）

*第1位は英国
知事訪日︓3回

・マサチューセッツ 1回
・メリーランド 1回
・デラウェア 1回
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インフラ分野では、北東回廊における超電導
リニア技術（Maglev）の導入構想について、
現在、メリーランド州によるMDP（Maglev 
Deployment Program）補助金とともに、日
本でも予算を計上し日米で協調して調査を実施
するなど、着実に計画が進展している。テキサ
ス高速鉄道計画では米国民間企業（TCP）がJR
東海の子会社であるHTeCと技術支援契約を締
結する等、同計画の実現に向け支援が行われて
いる。カリフォルニア高速鉄道計画では、6月
の「ビジネスプラン2018」において最新の事
業計画等が公表された。

エネルギー分野では、日本が働きかけを行っ
てきた分野において進展が見られた。米国産原
油については、2016年度歳出法案が成立し、
2016年5月に輸出解禁後初となる米国産原油
の輸入が実現して以来、短期契約の形で断続的
に日本に輸入されている。また、液化天然ガス

（LNG）については、2018年5月、長期契約
に基づくシェール・ガス由来の米国産LNGが
初めて輸入された。日本の需要家は、米国との
間で年間約1,000万トンのLNGの引取りを予
定しており、今後米国からのLNG輸入が本格
化する見通しである。これらの成果は日本のエ
ネルギー安全保障及びエネルギーの安定供給に
大きく貢献することが期待される。

テクノロジー分野では、サイバー、ライフサ
イエンス、ロボット、宇宙等の科学技術分野に
おける日米協力に加え、ベンチャー企業支援、
イノベーション創出でも日米協力を強化してい
る。特にサイバー分野では、7月に「日米サイ
バー対話」の第6回会合が開催され、国際場裏
における協力、能力構築支援等、幅広い日米協
力について議論した。さらに、同月の「イン
ターネットエコノミーに関する日米政策協力対
話」第9回局長級会合では、次世代移動通信シ
ステム（5G）技術及び安全な将来のインター
ネットインフラストラクチャ、国境を越える
データ流通の推進、効果的な個人情報保護、第
三国におけるデジタル貿易に関する制限への対
応等の議論を行った。

さらには、米国の各地方との協力も進んでい
る。日本とカリフォルニア州、ワシントン州、
メリーランド州及びインディアナ州それぞれと
の間の経済及び貿易関係に関する協力覚書に加
え、7月にはシカゴ市との間で覚書を作成した。
また、米国に居住する際、生活基盤の立上げの
ため、現地の運転免許取得の負担を軽減するこ
とが重要との観点から、メリーランド州、ワシ
ントン州に続き、12月にハワイ州との間で、
運転免許試験の一部相互免除に関する覚書を作
成した。その結果、これらの州において、日本
の運転免許を所持する申請者に対し、州が実施
する運転免許試験のうち学科試験及び技能試験
が免除されることとなった。今後も現地の交通
事情等を総合的に踏まえつつ、本取組の拡大を
進めていく。

2017年4月には、日米の紐
ちゅう

帯
たい

をより確かな
ものとするために、一般国民にも行き届く草の
根レベル（グラスルーツ）での取組を打ち出し
ていくことが重要との認識の下、「グラスルー
ツからの日米関係強化に関する政府タスク
フォース」が立ち上げられた。同タスクフォー
スでは、萩生田内閣官房副長官の下で計3回の
議論を重ね、具体的な取組を進めるに当たって
の指針を示した「行動計画」を取りまとめた。
さらに、2018年6月に西村内閣官房副長官の
下で開催された第2回フォローアップ会合で
は、同行動計画を踏まえて実施された具体的な
取組についての報告と、それらの取組の強化に
向けた方策について議論が行われた。同行動計
画で示された、各地域の特徴や訴求対象の日本
への関心度に応じた「テイラー・メイド」のア
プローチを行う必要があるとの認識の下、日本
企業が複数進出している地域を回る「地方キャ
ラバン」や複合的な日本紹介イベント、運動会
の開催等、米国各地で様々な取組が各省庁、機
関の協力体制の下で実施されている。今後も日
米経済関係の更なる飛躍のため、様々な取組を
オールジャパンで実施し、日米同盟を強固なも
のにしていく。
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1868年に日本から初めて組織的な海外移住者がハワイに到着しました。1868年は明治元年に当
たることから、一行は元

がん
年
ねん

者
もの

と呼ばれています。2018年は、明治150周年でもありますが、同時
に日系海外移住、そして在米日系人150周年でもありました。

元年者は、炎天下のさとうきび畑で厳しい環境の下、慣れない農作業等に従事しました。また、
翌1869年には、米国本土カリフォルニアに渡った会津若松藩士らが、若松コロニーと呼ばれる農
園で養蚕や茶葉生産を試みました。

言葉も通じず習慣も異なる場に飛び込んだ初期の移住者は、過酷な生活を送りましたが、在米日
系人は、苦労を重ねて徐々に現地での信頼を勝ち取り、自営業や農業で生計を確立し、米国に生活
の場を獲得していきました。

しかし、1941年の日米開戦が契機となり、日系人の強制立ち退き及び抑留が開始されました。
1942年の米国大統領令第9066号により、米国市民権を持つ二世も含む12万人以上の日系人が強
制収容所に収容され、財産や自由を奪われて劣悪な住環境で過酷な生活を強いられることになった
のです。一部の日系人は、米国への忠誠心を示すため軍への入隊を志願しました。主に日系人兵士
で編成された米国陸軍第442連隊戦闘団は、欧州戦線で勇敢に戦い、数多くの死傷者を出しました。

終戦後、在米日系人は徐々に社会における立場を取り戻し、1988年の市民自由法成立によって、
ようやく本格的な名誉回復が実現しました。強制収容に対する米国政府の公式謝罪や、生存する収
容経験者への補償金2万ドルの支払い等を定めたこの法律の成立の背景には、故ダニエル・イノウ
エ上院議員やノーマン・ミネタ下院議員（いずれも肩書は当時）といった日系連邦議員の粘り強い
活動がありました。

一部の在米日系人は、日系人であることにより過去に強制収容や差別にあった経緯もあり、日本
に対する複雑な感情を有しているとも言われます。また、日本においても、在米日系人の歴史がよ
く知られているとは言えません。

しかし、日系人は日本にルーツを持つ方々であり、日
系人との絆

きずな
を強化することは、重層的で強固な日米関係

を築いていく上でも重要です。こうした観点から、外務
省は、2000年に開始した在米日系人リーダーの招へい
を始めとする交流プログラムを通じ、日系人との関係強
化に取り組んでいます。

2018年8月には、河野外務大臣が、全米有数の日系人
コミュニティを擁するホノルル、サンフランシスコ、ロ
サンゼルスの三都市を訪問し、様々な分野、世代の日系
人と交流を深めました。

特 集 在米日系人の歴史

ハワイで活躍する日系人関連諸団体の代表者との夕食会
（8月22日、米国・ホノルル）
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ハワイに初めて日本人が集団で移住したのは1868年のことで、明治維新の真っただ中でした。
2018年には、そのハワイ到着150周年を祝して、いろいろな記念行事が開催されました。150周
年を迎える準備のため、在ホノルル総領事館と緊密に連携しながら、2017年12月に、ハワイ日系
人団体20組織から成るキズナグループを中心に、ハワイ州政府、ホノルル市役所、ビッショップ博
物館、ハワイ大学等が参加する「元年者委員会」を発足させました（ハワイで最初の日系移住者は、
到着した1868年が明治元年であったことから「元

がん
年
ねん

者
もの

」と呼ばれています。）。
元年者約150人が横浜から船でハワイに到着し、上陸したのが1868年の6月20日であったこと

から、元年者委員会は、2018年6月にハイライトとなる記念イベントを計画し、準備を進めまし
た。これと同時に、（公財）海外日系人協会が通常国内で行う海外日系人大会を最初の移住先である
ハワイで開催することとなり、海外日系人協会と連携して記念イベントの準備を進めることになり
ました。ちなみに、海外日系人協会は50年前の1968年にもハワイで元年者100周年の記念大会を
開催しています。

海外日系人協会との協議を重ねて、6月6日に海外日系人大会を、その翌日の7日に元年者委員会
の主催による記念式典と元年者シンポジウムをホノルル市内の同じ会場で開催することに決まりまし
た。海外日系人大会には、世界15か国から約300人の日系人が参加し、世界の日系人について幅広
い議論が行われました。7日の元年者記念式典及びシンポジウムでは、元年者の子孫の方々、ハワイ
の地元の方々、日系人大会参加者など合わせて約500人が参加し、元年者の歴史の紹介等が行われ、
大盛況でした。元年者の子孫の方々には、元年者から数えて8世代目の方々まで含まれていました。

さらに、これらのイベントに合わせ、秋篠宮同妃両殿下にハワイを御訪問いただきました。両殿
下は海外日系人大会及び元年者記念式典にてお言葉を述べられ、それぞれのレセプションで参加者
一人ひとりとお話しになり、また、ハワイにおける数々の日系人ゆかりの施設を訪問され、ハワイ
の人々にとって忘れられない御訪問となりました。秋篠
宮同妃両殿下が直接握手して下さったと、感激して涙を
浮かべていた日系人のお年寄りが多数おられました。

1868年当時、ハワイは米国に編入される前でしたが、
元年者達がハワイで苦労し頑張ったこともあり、日本か
ら移住者を受け入れようとの気運が高まりました。その
結果、1885年に日本からハワイへの本格的な移住が始
まり、戦前の1924年までに約20万人の日本人がハワイ
へ移住し、一時はハワイの人口の約43％までになりまし
た。それから約100年、ハワイがホスピタリティあふれ
る多民族社会として発展していく中で日系人もこれに大
きな貢献をし、1970年代には全米で初のアジア系州知
事として日系人の知事が誕生し、また、故ダニエル・イ
ノウエ連邦上院議員のように連邦議会で大きな活躍をす
る人も出てきました。ハワイと日本は、観光だけではな
く、日常生活に根ざしたとても身近な関係にあります。
※役職は当時

コラム 日本人がハワイに移住し始めて150年
元年者委員会共同議長　ハワイ日米協会理事長　三輪久雄

元年者シンポジウム会場の様子 
（写真提供：元年者委員会）

記念式典でのイゲ・ハワイ州知事 
（写真提供：元年者委員会）
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2‌ カナダ

（1）カナダ情勢

トルドー政権は、2015年11月の政権発足
から3年が経過し、支持率はやや低下したもの
の、引き続き安定した政権運営を行っている。

外交面では、カナダは、2018年のG7議長
国として、6月のシャルルボワでの首脳会合を
含む一連の会合の開催を始め、国際社会の諸課
題への対応を主導した。北朝鮮問題に関して
は、カナダは1月に米国と共に北朝鮮に関する
関係国外相会合を共催し、国際社会が一致結束
して北朝鮮への圧力を最大限まで高めていく等
のメッセージを発出した。また、北朝鮮籍船舶
の「瀬取り」を含む違法な海上活動に対する警
戒監視活動のため哨

しょう
戒
かい

機及びフリゲート艦を派
遣するなど、アジア太平洋地域への安全保障面
での関与を強めている。二国間関係では、伝統
的に最も緊密な同盟国である米国との間で、
G7首脳会談後の対応をめぐって両国のハイレ
ベルで批判し合うなど関係が一時悪化した。ま
た、サウジアラビアとは人権問題をめぐり、中
国とはファーウェイ社CFO（最高財務責任者）
の拘束とその後に発生した中国におけるカナダ
人の拘束をめぐり、それぞれ難しいかじ取りを
迫られた。

経済面では、好調な経済情勢を背景に、イン
フラ銀行の創設を含む国内インフラへの投資拡
大、中間層のための雇用と富の創出を基本に積
極的な政策を進めている。対外的には、中産層
の雇用創出を目的とした進歩的な貿易政策の推
進を基本政策として、環太平洋パートナーシッ
プに関する包括的及び先進的な協定（TPP11
協定）の署名及び締結、NAFTAの再交渉を経
た米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）の
署名、カナダ欧州自由貿易協定（CETA）の推
進及び新興市場との経済関係強化に取り組んで
いる。

（2）日・カナダ関係

日本とカナダは、アジア太平洋地域の重要な
パートナーであると同時に、共にG7のメン
バーとして、政治、経済、安全保障、人的交流
等、幅広い分野で密接に協力している。日・カ
ナダ修好90周年に当たる2018年は、頻繁な
ハイレベル会談の実施や、安保、経済両面での
関係強化を通じて、両国関係が更に深まった1
年となった。

首脳レベルでは、6月のG7シャルルボワ・
サミットの際、安倍総理大臣がカナダを訪問
し、トルドー首相と首脳会談を行った。また、
11月にパプアニューギニアで開催されたアジ
ア太平洋経済協力（APEC）首脳会合の際にも
首脳会談を行った。外相レベルでは、河野外務
大臣が、1月にバンクーバーで開催された北朝
鮮に関する関係国外相会合、4月にトロントで
開催されたG7外相会合及び9月にモントリ
オールで開催された女性外相会合（G7の外相
は性別を問わず招待されたもの）の機会に、計
3回カナダを訪問した。また、フリーランド外
相も3月に外務省賓客として訪日した。両外相
は、8月にシンガポールで開催されたASEAN
関連外相会合の際にも外相会談を行った。こう
したハイレベルでの頻繁な会談等を通じ、日本
とカナダは北朝鮮問題を始めとする地域、国際

日・カナダ首脳会談（11月18日、パプアニューギニア　
写真提供：内閣広報室）
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社会の諸課題について認識をすり合わせ、緊密
に連携している。

安全保障面では、4月に、河野外務大臣とフ
リーランド外相が、日・カナダ物品役務相互提
供協定（ACSA）に署名した。また、北朝鮮籍
船舶の「瀬取り」を含む違法な海上活動に対す

る警戒監視活動において、日本とカナダは緊密
に連携して対応している。こうした安保面での
協力の進展を背景に、11月のパプアニューギ
ニアでの首脳会談においては、安保・防衛協力
を含む両国間の戦略的関係を一層深めていくこ
とで一致した。また、12月には次官級「2＋
2」対話を開催し、日・カナダ間で外交・安保
面での協力が進展していることを歓迎しつつ、
具体的な協力をこれまで以上に強化していくこ
とを確認した。

経済面では、カナダは、3月に日本を含む他
の10か国と共にTPP11協定に署名し、10月に
締結した。同協定が12月30日に発効したこと
により日・カナダ間の経済関係の更なる深化が
期待される。また、6月に第28回となる日・カ
ナダ次官級経済協議を東京で開催し、国際貿易
情勢及び優先協力分野に関する議論を行った。

■カナダ・州別進出日系企業数及び州首相訪日歴

モントリオールモントリオール

オタワオタワ
トロントトロント

カルガリーカルガリー

バンクーバーバンクーバー

トロント
オタワ

モントリオール

カルガリー
バンクーバー

ブリティシュコロンビア州
259社

州首相訪日：5回

アルバータ州
81社

州首相訪日：2回

サスカチュワン州
5社

州首相訪日：2回
マニトバ州
6社

州首相訪日：0回

オンタリオ州
277社

州首相訪日：1回

ケベック州
144社

州首相訪日：1回
ニューファンドランド・
ラブラドール州

6社
州首相訪日：0回

プリンスエドワード
アイランド州
6社

州首相訪日：1回

ノバスコシア州
21社

州首相訪日：4回

ニューブラウンズウィック州
12社

州首相訪日：1回

（データ出典）在カナダ各公館調べ（２０１９年１月）

注）北部3準州は除く
 
■H21～30に州首相訪日が3回以上
■H21～30に州首相訪日が1～2回
□H21～30に州首相訪日が0回

日・カナダ外相会談（3月27日、東京）
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